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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 （案） 

 

１． 会計基準 

 

公益財団法人の四半期決算に関する一般に公正妥当と認められた会計基準はないため、年度決

算に関する一般に公正妥当と認められた公益法人会計の基準に準拠して作成している。 

 

２． 重要な会計方針 

 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっている。 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品 取得価額により算出している。但し、時価が取得価額より下落した場合には、時価を

もって貸借対照表価額とする。 

 

（３） 固定資産の減価償却の方法 

 

無形固定資産 定額法によっている。 

 

リース資産  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期 

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

（４） 引当金の計上基準 

 

貸倒引当金   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

いる。 

 

賞与引当金 職員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当第２四半

期に帰属する負担額を計上している。 

 

退職給付引当金 職員の退職給付に備えるため、当第２四半期会計期間末の退職給付

債務の見込額に基づき計上している。 

 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当第２四半期

会計期間末要支給額を計上している。 

 

（５） 消費税等の会計処理 

 

消費税等の会計処理は税込方式によっている。 

四半期末における消費税等の計算については資金管理料金特別会計、再資源化預託金等特

別会計及び承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計を独立の納税主体とみなして計算

している。 

資料３－６ 



 

2 / 4 

 

３． 特定資産の増減額及びその残高 

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 

４． 特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 

資金管理料金特別会計 （単位：円）

科　　目

前会計年度末残高

（平成23年度末）

当期増加額 当期減少額

当第2四半期

会計期間末残高

（平成24年9月末）

特定資産

退職給付引当資産 17,975,836 3,063,077 -                     21,038,913

小　　　計 17,975,836 3,063,077 -                     21,038,913

合　　　計 17,975,836 3,063,077 -                     21,038,913

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目

前会計年度末残高

（平成23年度末）

当期増加額 当期減少額

当第2四半期

会計期間末残高

（平成24年9月末）

特定資産

再資源化預託金等特定資産 857,923,998,542 33,114,833,206 26,410,361,472 864,628,470,276

小　　　計 857,923,998,542 33,114,833,206 26,410,361,472 864,628,470,276

合　　　計 857,923,998,542 33,114,833,206 26,410,361,472 864,628,470,276

承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目

前会計年度末残高

（平成23年度末）

当期増加額 当期減少額

当第2四半期

会計期間末残高

（平成24年9月末）

特定資産

承認・認可済特定再資源化

預託金等特定資産 -                     967,386,958 967,386,958 -                     

小　　　計 -                     967,386,958 967,386,958 -                     

合　　　計 -                     967,386,958 967,386,958 -                     

資金管理料金特別会計 （単位：円）

特定資産

退職給付引当資産 21,038,913 (-) (-) (21,038,913)

小　　　計 21,038,913 (-) (-) (21,038,913)

合　　　計 21,038,913 (-) (-) (21,038,913)

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

特定資産

再資源化預託金等特定資産 864,628,470,276 (-) (-) (864,628,470,276)

小　　　計 864,628,470,276 (-) (-) (864,628,470,276)

合　　　計 864,628,470,276 (-) (-) (864,628,470,276)

承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

特定資産

承認・認可済特定再資源化

預託金等特定資産 -                     (-) (-) (-)

小　　　計 -                     (-) (-) (-)

合　　　計 -                     (-) (-) (-)

科　　目

当第2四半期

会計期間末残高

科　　目

当第2四半期

会計期間末残高

（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に対応

する額）

科　　目

当第2四半期

会計期間末残高

（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に対応

する額）

（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に対応

する額）
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５． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当第２四半期会計期間末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当第２四半期会計期間末残高は、次のとおりである。 

 

６． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

 

（注）当財団にて購入・運用している国債等の債券は、満期時に債券額面による償還を受けることを予

定していることから、満期保有目的の債券としての会計処理である償却原価法（定額法）により評価し

ている。上記表に記載した「評価損益」は、期末時点の償却原価法にもとづく帳簿価額と時価との差額

であり、満期時に債券額面による償還を受ける場合に見込まれる損益を示すものではない。 

 

資金管理料金特別会計 （単位：円）

リース資産 2,105,849 1,052,928 1,052,921

科　　目 取得価額 減価償却累計額

当第2四半期

会計期間末残高

資金管理料金特別会計（有価証券） （単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時     価 評価損益

国債

　利付国庫債券（10年）第248回 2,787,739,075 2,787,784,000 44,925

合     計 (1銘柄) 2,787,739,075 2,787,784,000 44,925

再資源化預託金等特別会計（再資源化預託金等特定資産） （単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時     価 評価損益

国債

　利付国庫債券（10年）第284回 22,559,886,963 24,020,260,000 1,460,373,037

　利付国庫債券（10年）第319回 21,502,422,957 22,075,764,800 573,341,843

　利付国庫債券（10年）第310回 19,642,436,000 20,360,788,000 718,352,000

　その他の国債(59銘柄) 587,971,742,876 611,666,196,600 23,694,453,724

小     計 (62銘柄） 651,676,488,796 678,123,009,400 26,446,520,604

地方債

　福岡県平成22年第1回 1,508,441,404 1,576,650,000 68,208,596

　栃木県平成22年第1回 1,500,631,714 1,552,200,000 51,568,286

　その他の地方債(161銘柄） 46,202,339,420 48,002,310,411 1,799,970,991

小     計 (163銘柄) 49,211,412,538 51,131,160,411 1,919,747,873

政府保証債

　地方公共団体金融機構債券第11回 1,877,939,051 1,984,570,400 106,631,349

  日本高速保有・債務返済債券第27回 1,585,002,470 1,659,275,000 74,272,530

　その他の政府保証債(148銘柄） 64,752,738,215 67,284,225,900 2,531,487,685

小     計 (150銘柄) 68,215,679,736 70,928,071,300 2,712,391,564

その他の有価証券(199銘柄） 86,555,054,591 89,661,812,000 3,106,757,409

合     計 (574銘柄) 855,658,635,661 889,844,053,111 34,185,417,450
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７． 退職給付関係    

 

（１） 採用している退職給付制度の概要 

 

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 

 

（２） 退職給付債務及びその内訳 

 

（３） 退職給付費用に関する事項 

 

（４） 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

退職一時金制度に基づく当第２四半期会計期間末自己都合要支給額を退職給付債務としている。 

 

８． 特定再資源化預託金等の額 

 

固定負債の勘定科目である再資源化等預託金、情報管理預託金及び未払再資源化預託金等利息の

残高に含まれる特定再資源化預託金等の額は、次のとおりである。 

 

 

（単位：円）

①退職給付債務 18,171,270

②退職給付引当金 18,171,270

（単位：円）

①勤務費用 1,916,020

②退職給付費用 1,916,020

（単位：円）

再資源化等預託金 800,269,794,151 7,490,880,480

情報管理預託金 14,545,718,250 35,663,690

未払再資源化預託金等利息 55,897,159,927 562,696,423

固定負債合計 870,712,672,328 8,089,240,593

科　　目

当第2四半期

会計期間末残高

うち特定再資源化

預託金等の額


